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1. 背景及び目的 

土壌汚染対策法において実施措置として土壌汚染の除去等の措置を適用する場合、汚染除去等計画を作成す

るが、計画した汚染の除去等の処理方法（以下、措置技術）に関し、予め適用性の確認を行うことが規定され

ている 1)。土壌汚染対策法施行規則や同法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（以下「ガイドライン」）

等では、汚染の除去等の処理方法（以下、処理技術）の適用性や、試験による効果の確認が求められているが、

具体的な手順や方法は示されていない 1),2)。そこで（一社）土壌環境センターでは、令和 4 年（2022 年）度よ
り処理技術の適用可能性評価のための室内試験の方法・手順について具体例を提示するべく検討を行っている。

2024 年度、従来の原位置浄化技術（生物処理や化学処理等）が適用困難な粘性土（帯水層底面の境界部等）
や複合汚染に適用可能な原位置加熱脱着処理に注目し、同処理技術の適用可能性試験（室内試験）の目的、方

法・手順、適用可能性の判断基準及び留意点について検討を行い、結果を第１報として報告した 3)。本稿では、

第 30 回地下水・土壌汚染とその防止対策に関する研究集会での報告時に多くの質問を受けた技術の詳細に関
して、代表的な工法例を補充してより分かり易く情報を補足すると共に、室内試験フロー例についても試験装

置の詳細な事例を新たに加え、改善した内容について報告する。

なお、原位置加熱脱着処理のうち化学処理や生物処理を補助する目的で土壌に加熱を行うケースは、本検討

の対象外としている。

2. 原位置加熱脱着処理の技術概要 

2.1 基本原理

原位置加熱脱着処理は、土壌を加熱し浄化対象物質（以下、対象

物質）を土粒子から脱着させる方法であり、原位置にて加熱を行

い、対象物質を土粒子から脱着させた後、ガス吸引もしくは揚水を

併用し対象物質を地上に回収する処理技術である。本技術の原理

は、土壌の細孔部に存在する汚染物質に対し、加熱による地下水へ

の溶出及び気化・揮発の促進や、ガス圧の上昇、水の粘性低下、体

積膨張、水蒸気輸送等による間隙水自体の移動性の向上等、様々な

要素が挙げられる 4)。さらに数百℃の高温で加熱した場合は、酸化・

熱分解による対象物質（VOCや PCB等）の処理も可能となる 5)。

図 1に加熱脱着による対象物質の浄化イメージを示す。
原位置加熱脱着処理技術には、土壌の加熱方式の相違に基づき

複数の施工法が存在する。図 2 に原位置加熱脱着処理工法の一般
的な全体イメージを示す。土壌中には対象土壌を加熱する設備や

蒸気の注入設備および加熱により脱着した対象物質を捕捉するた

めの回収井戸等の設備を設置する。一方、地上部には、これらの地

下設備を稼働させるための電源や蒸気等の供給設備（電源プラン

ト等）ならびに対象物質を含む地下水・ガスを処理するための処理

プラントを配置し、処理工程全体を統合的に管理するシステムを

構成する。
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図 1 加熱脱着による浄化のイメージ

図 2 原位置加熱脱着処理工法の全体図

第31回 地下水・土壌汚染とその防止対策に関する研究集会（2026年）

（S4-20）

－503－



2.2 原位置加熱脱着処理技術の種類及び適用可能性試験の対象

本稿では、代表的な原位置加熱脱着処理技術として、熱伝導加熱法、電気抵抗加熱法、加熱蒸気（スチー

ム）注入法の 3つの工法を紹介する。表 1に各工法の特徴を、図 3に各工法の加熱イメージ図を示す。

(a) 熱伝導加熱法         (b)電気抵抗加熱法    (c) 加熱蒸気（スチーム）注入法

図 3 原位置加熱脱着法による加熱イメージ図 6)を一部加筆

   技術の 
   種類 

項目 
熱伝導加熱法 5),6),7) 電気抵抗加熱法 4),8),9) 加熱蒸気 

（スチーム）注入法 10),11)

概要 

地中にヒーターを設置し、熱伝
導により土壌を加熱し、対象物質
を揮発や移動を促進させ、抽出井
戸（回収井戸）からガス吸引と地
下水揚水により汚染物質を回収
する技術である。 
加熱温度を上げることで対象

物質を分解する場合もある。 

地中に埋設した電極井戸間に電
流を流すことにより対象土壌自体
をジュール熱で加熱させ、汚染物
質の揮発や移動を促進し、抽出井
戸（回収井戸）からガス吸引と地下
水揚水により汚染物質を回収する
技術である。 

加熱蒸気（スチーム）注入法は、
加熱蒸気を注入井戸から地下に注
入し、地盤の温度を上昇させるこ
とで、汚染物質の揮発や移動を促
進し、抽出井戸（回収井戸）からガ
ス吸引と地下水揚水により汚染物
質を回収する技術である。 

加熱温度 
（地盤） 

100℃ 以上も可能 100℃ 以下 100℃ 以下 

対象地盤 
砂礫、砂、 
シルト、粘土 

砂礫、砂、 
シルト、粘土 

透水係数が約10⁻5 m/secを超える
砂や礫等の透水性の高い地層 

対象物質 
（特定有害物質）

第一種特定有害物質、 
水銀、PCB 

第一種特定有害物質 第一種特定有害物質 

処理
方法

加熱方法 ヒーターによる熱伝導加熱 電極によるジュール熱加熱 蒸気注入による加熱 

脱着の 
原理 

温度による加熱脱着、 
水蒸気輸送による脱着 

温度による加熱脱着、 
水蒸気輸送による脱着 

温度による加熱脱着、 
水蒸気輸送による脱着 

対象物質の
回収方法

ガス吸引、揚水 ガス吸引、揚水 ガス吸引、揚水 

加熱の影響因子 地下水位や流速の大きさ 
土壌の比抵抗値、 

地下水位や流速の大きさ 
土壌の透気性、 

地下水位や流速の大きさ 

備考 

・汚染源に対象物質の原液が存在
する場合でも浄化可能である。

・流速が大きい場合等、加熱温度
の達成・維持が難しいと想定さ
れる場合は、熱伝導に関するシ
ミュレーション等を実施し確
認しておくことが重要である。

・土壌の比抵抗値が極端に高い場
合、十分な電気が流れず土壌が昇
温しないことがあるため、適切な
電源装置を用いる必要がある。 

・対象地盤が粘土層等で、地下水の
回収が難しいと想定される場合
は、現地試験や回収シミュレーシ
ョン等を行い特定有害物質が除
去できることを確認しておくこ
とが重要である。また、浄化が期
待できない場合等、必要に応じて
化学分解や微生物分解との併用
も検討する。 

・土壌への加熱能力は蒸気の注入
能力に依存し、蒸気注入能力は注
入圧力が一定の場合、土壌の透水
係数に強く支配される為、粘土層
等の低透水性の土壌に対しては、
蒸気注入による加熱脱着の適用
は困難である。 

・脱着可能な温度や加熱蒸気(スチ
ーム)の拡がり等については、現
地試験やシミュレーション等を
実施し確認しておくことが重要
である。 

表 1 原位置加熱脱着技術の種類とその特徴
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これらの工法は共通して以下に記す 3つのプロセスを経て処理を行う。
1) 土壌を加熱する（対象土壌の昇温）
2) 対象物質を脱着させる（対象物質の脱着）
3) 脱着した物質を地上へ回収する（対象物質の回収）
これらの内、工法によって異なる点は主として土壌の加熱方法である。それに伴い、適用できる土質条件や

対象物質が一部異なる。そのため適用可能性を評価する際には、以下に記す 3つの事項を検討し総合的に評価
することが不可欠である。

1) 「対象土壌の昇温」では、選定した技術により土壌を所定温度まで加熱できるか。
2) 「対象物質の脱着」では、加熱した土壌から対象物質が脱着するか。
3) 「対象物質の回収」では、地下水やガスに移行した対象物質を問題なく地上へ回収できるか。
上記事項のうち「対象土壌の昇温」と「対象物質の回収」については、室内試験では実際の土壌条件を再現

することが難しい。そのため、これらの評価には、工法の特性を考慮した上で、事前調査、過去の実績、各種

シミュレーションおよび現地での試験・測定として土壌（土層）の比抵抗の測定（電気抵抗加熱法の場合）、

透気性を把握する目的での透水試験（加熱蒸気注入法の場合）、昇温確認を目的としたパイロット試験等の実

施を検討する必要がある 8),12)。なお、「対象物質の回収」に関して、その手段である揚水処理（揚水施設）は、

ガイドラインでは適用可能性の確認事項として「揚水設備の地下水の揚水能力に係る確認」2)を求めており、室

内試験は該当しないことから検討対象外とした。

「対象物質の脱着」については、前記 3工法で加熱原理は異なるものの、いずれも土壌を昇温させることで
対象物質の地下水への溶出や気化・揮発を促進する点は共通している。したがって、本稿では「対象物質の脱

着」に関わる加熱温度に着目した適用可能性評価のための室内試験について検討を行うこととした。

3．適用可能性試験の検討対象及び目的について 

3.1 適用可能性試験の目的 

本稿で述べる適用可能性試験は、加熱脱着処理技術を適用するに当たり、現地の土壌を用いた室内試験を行

い、所定の温度で加熱処理した土壌の浄化目標達成の可否を確認し、適用可能性を評価することを目的とした。

3.2 適用可能性試験フロー例 

原位置加熱脱着処理の適用可能性試験の概要フロー例を図 4に、詳細フロー例を図 5に示す。試験フローの
作成に際しては、適用性試験部会会員企業の経験や事例、文献調査等をもとに検討した。試験フローは 6つの
段階からなる。そのうち「４．加熱試験」については、さらに 4つの段階に分けて詳述する。図 4と図 5にお
いて、第 1報からの改善点および補足した箇所を赤字および下線にて示した。なお、本試験フローは標準的な
ものではなく、具体的な試験方法の一例を提示したものであることに留意されたい。

４．加熱試験

4.2 加熱条件の設定

4.1 試料の調整

4.3 加熱試験装置の準備

b) 加熱試験の詳細フロー 

4.4 加熱処理

２．試料の採取

４．加熱試験

３．浄化対象の初期性状確認

５．測定

a) 全体フロー

１．試験前の確認

６．試験結果の評価

図 4 原位置加熱脱着処理の適用可能性試験 概要フロー例 

（赤字下線、は第 1報からの改善点） 
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図 5 原位置加熱脱着処理の適用可能性試験 詳細フロー例（赤字下線、は第 1報からの改善点）
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4. 原位置加熱脱着処理の適用可能性試験の留意点及び補足説明 3）

原位置加熱脱着処理の適用性可能性試験を実施するにあたり留意すべき事項と補足事項を以下に記す。

4.1 試験前の確認についての留意・補足事項 

 当該技術は加熱方法（工法）によって加熱温度が異なり、処理が可能な物質が一部異なる。電気抵抗加熱法

や加熱蒸気（スチーム）注入法では、第一種特定有害物質に加え、油が処理可能である 4),10)。また、300℃以上
で加熱が可能な熱伝導加熱法ではそれらに加え、水銀、PCB、多環芳香族炭化水素（PAHs）、ダイオキシン類
も処理可能である 6),7),15)。

4.2 加熱試験についての留意・補足事項 

4.2.1 排気ガス処理について 

排気ガス処理装置で処理が可能なフィルター及

び活性炭を選定し、準備する。排気ガスの処理状況

は、VOCの場合は検知管や PID検出器を用いて、
水銀の場合は水銀蒸気検出器等を用いて確認する

こともできる。PCB については、排気ガスをサン
プリングしておき、試験後に分析を行い、処理が出

来ているか確認することもできる。

4.2.2 加熱処理について 

一般に土壌の構成鉱物や有機物は、加熱により

変化を起こすことが知られている（表 2）17)。この

ことから試験条件によっては土質（地盤）への影

響の可能性を排除できない場合も想定される。例

えば、対象物質が PCB（及びダイオキシン類）で、
かつ対象土壌が泥炭等の有機質を豊富に含む場合

は、300℃を超える加熱温度（例えば、325℃ 15)）

により土質が影響を受ける可能性を排除できない

と考えられる。この場合は、表 3 に記す土質試験
等をあわせて行い、影響が小さいことを確認して

おくことが望ましい。

4.3 測定についての留意・補足事項 

対象物質が土壌より除去されたことを確認する

場合において、底質調査方法に則した含有量試験

によって土壌中の対象物質の全含有量を把握し、

加熱処理前後の収支計算を行い、対象物質が適切

に処理されたかを確認することもできる 4)。

4.4 適用可能性試験以外の留意・補足事項

原位置加熱脱着処理を措置技術として決定する際は、上記の適用可能性試験結果に加え、以下の項目も考慮

して総合的に判断することが望ましい。

・現場条件：原位置加熱脱着処理の適用可能性試験は、同類の処理技術に共通で実施できるものである。し

かし、現場で実際に浄化を達成できる温度や脱着時間は、現場状況や各加熱方法の設計（熱源

の配置や地下水の流れの有無等）により異なる。そのため別途、現場試験や熱解析シミュレー

ション等での評価が重要である 8)。

・コスト ：原位置加熱脱着処理の実施にかかる費用が、事業計画の範囲内に収まる見込みかどうかを検

討しておく。

・工期  ：原位置加熱脱着処理は、粘性土の汚染や高濃度汚染であっても浄化可能だが、確認されてい

ない濃度や揮発性物質の存在により工期が長くなる場合もある。

加熱温度 生じる変化

100～300℃ 吸着水や層間水の脱水

200～250℃ 有機物の分解が始まる

500℃～ 鉱物の構造中にある OHの脱水

900℃～ 粘土鉱物の分解と再結晶

室内試験での

土質の物理試験

（必要に応じて）

現地パイロット試験

での原位置試験

目的

土質の物理的性状を加熱

処理前後で比較し、変化

（影響）の程度（小さいこ

とが前提）を確認する。

目的

工学的検討を行う際等

に、支持力や沈下量等を加

熱処理前後で比較し変化

（影響）の程度（小さいこ

とが前提）を確認する。

試験方法

土粒子の密度・粒度分

析・強熱減量等

試験方法

標準貫入試験・表層の沈

下量測定・層別沈下測定等

表 2 加熱によって生じる変化 17)

表 3 加熱の影響を確認する土質試験方法等
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このように実サイトでの措置を念頭に置き、前提条件や設計条件を整理して十分な事前検討をしておくこと

が望ましい。区域内措置優良化ガイドブックの「原位置浄化（加熱脱着）」で示されている「事前検討・措置

の実施のチェックリストの例」8)も参考にされたい。

5. 終わりに

本稿では、原位置加熱脱着処理の適用可能性試験を検討するに当たり、前回発表時に多くの質問を受けた技

術概要に関して、代表的な工法例を補充し、情報を補足すると共に、室内試験フロー例についても見直し、更

新を行った内容について報告した。これら技術内容及びフロー例について意見を聞き、議論したい。
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